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＜概要＞

－

就業人口（平成２７年国調）

(百万円・人）

第３次

465,880

億円

区分

19,456 2.4

第２次 38.3

2,554 ％％

55.9

5.8

就業者１人当り

％ ％

％16,96548.9

24,78447.8

8,370

3,887

千円14,269

①沿革

〈 Ｈ Ｐ 〉
〈 ＴＥＬ 〉 〈 ＦＡＸ 〉 0299-90-1112

ほたて　かずお

082325

0299-90-1111

地方公共
団体コ－ド

面積

http://www.city.kamisu.ibaraki.jp

任 期

info@city.kamisu.ibaraki.jp

神栖市溝口4991番地5

①長等（平成２９年５月１日現在）

146.98

＜行政組織＞

長

48,969

期目

欠員

71 歳）

保立　一男

平成29年12月5日

3

③人口・世帯数

平成27年4月1日

＜市長＞－＜副市長＞－政策監，危機管理監
総　務　部　　－総務課，秘書課，行政改革推進課，職員課，課税課，納税課

企　画　部　  －政策企画課，市民協働課，財政課，契約管財課

健康福祉部　－福祉事務所－社会福祉課，障がい福祉課，こども課，
　　　　　　　　　  長寿介護課，地域包括支援課
                  －国保年金課，健康増進課

生活環境部　－防災安全課，市民課，環境課，廃棄物対策課

都市整備部　－都市計画課，開発審査課，道路整備課，施設管理課，
　　　　　　　　　  下水道課

産業経済部　－農林課，商工観光課，地籍調査課，企業･港湾振興課

波崎総合支所 －市民生活課，水産・地域整備課

会計管理者　－会計課

＜水道事業＞－水道事業副管理者－水道課

＜教育委員会＞－＜教育長＞
事　務　局　　－教育総務課，学務課，教育指導課，文化スポーツ課，
　　　　　　　　　　中央図書館，中央公民館

＜議会＞　　 －事務局－議事課

＜農業委員会＞－事務局
＜選挙管理委員会＞－事務局（総務課及び波崎総合支所市民生活課兼務）
＜監査委員＞－事務局
＜固定資産評価審査委員会＞－事務局（総務課兼務）

91,867

44,837
608

76,483

合計

世帯数

住民所得

46,022

836,987

⑤老齢人口割合

46,946

48,773 48,705

1,920

（H26.1.1～12.31）

④特産物

711

女

21.2

第１次

94,795

老齢人口割合

千円

％

（人・百万円）③農業・工業・商業

609

②産業構造

億円

351,267

総額・総数 －

総生産額（平成２６年度）

人口１人当り

男

3,659

計
有権者数

％

3,091

39,338

女

④機構図（平成２９年４月１日現在）

＜産業・経済＞

市町村内総生産

37,145

④有権者数（平成２９年３月２日現在）

議　　　　長

任　　　　期

党　派　別

（人）

人23平成32年2月29日

③職員数（平成２８年４月１日現在）

現議員数

大槻　邦夫

公明3人，共産1人，無所属19人

条例定数

後藤　潤一郎

地域手当
補正後

ラス指数

副議長

公営事業
会計関係

人
口

47,030男
609

副市長

②地勢・風土等

就任回数

昭和30年3月 1日　神栖村誕生
　　　　　　　　　　　　 （息栖村と軽野村が合併）
昭和31年2月15日　編入
　　　　　　　　　　　　　（若松村大字太田新田字横瀬の一部）
昭和45年1月 1日　 町制施行
平成17年8月 1日　 編入 波崎町（市制施行）

②議会（平成２９年５月１日現在）

427

平成25年4月1日
平成２２年

　茨城県の最南東部に位置し，東は鹿島灘，南西は利根川
を経て千葉県に，北西は鹿嶋市及び潮来市に接する細長
い形状をしている。昭和30年代から始まった世紀の大事業
といわれた「鹿島開発」に伴い，北部から東部一帯は鹿島
港及び鹿島臨海工業地帯が整備され，日本有数のコンビ
ナート群を形成し，南部は農業，漁業が盛んで，産業の調
和の取れたまちとして発展を続けている。比較的温暖な気
候であり，産業経済の発展にとっても，生活するうえでも良
い条件にある。全職員数 普通会計関係

うち一般行政関係

23 人

平成26年4月1日

一般行政職の
平均給料月額

98.4ラスパイレ
ス指数

平成１７年

546

98.4

63

百円

全職員数
の  推  移

222,988

1,142

（H25.1.1～12.31）

12,627

373

農家数

1,496,462

製造品出荷額等

（平成２６年７月１日）

事業所数

神栖市（かみすし）
市章

ｋ㎡

〒
都市開発
公害防止計画

314-0192

〈e-mail〉

Ⅱ－０類型

地域指定 一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　養護
老人ホーム　共同研修　消防　卸売
市場　ごみ

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水）

法人番号 8000020082325

公営企業

〈 住所 〉

（平成２９年４月１日）

（Ｈ29.1.1住基人口）

38,395

94,522

603

ピーマン，メロン，スイカ，トマト，千両，若松，みりん干し，
鹿島灘はまぐり，サバ，イワシ

事業所数

うち専業農家戸数農業

製造業

卸・小売業

198

従業者数
年間販売額 

5,679

45,871

94,840

37,221

45,817

農業就業人口

従業者数
（平成２６年１２月３１日）

（平成２７年２月１日）

区分

35,90133,366

①生産・所得（平成２６年度）

平成２７年

国勢調査 常住人口



(

市町村民税・法人
（構成比）

5,562,811△ 6.3
市町村民税・個人

（構成比）

実質収支

形式収支

190,021

3,081,908 3,698,057 -

42,915,359歳　　出

21.2

△ 5.3

百万円

1,442

名　　称 期間

(11.87 )

医療特別対策事業
H24
～

＜主要課題＞
・震災復興と災害に強いまちづくり
・市民と協働のまちづくり
・安全性の高いまちづくり
・健康で人にやさしいまちづくり

＜特色ある行政＞
・防災機能を備えた19haに及ぶ神栖中央公園と，平時は多目的施設として利
用される予定の（仮称）防災アリーナの整備
・医師確保対策事業
・総合窓口の設置によるワンストップサービスの実施
・医療福祉費支給事業（助成対象：高校生相当まで，68歳，69歳　等）
・大学との連携による調査研究事業
・水素エネルギーの利活用への取組

562
（H29）

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

百万円

[21,420]

百万円

百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

[0.699]

[24,424]

[7,710]

標準財政規模（平成２８年度）

99.3

5,131,513

△ 230

1,484

△ 3,558

5,109うち単独

7
(H29）

H28
～

子育て支援事業

かみすイメージアッ
プ大作戦事業

H26
～

△ 1.0

①主要施策実施状況

体育館

＜主要施策等＞

3

（千円・％）

（ ）

④市町村税の状況（平成２７年度）

収入額区分

(

調定額 徴収率
[  ]は県平均値

23.2 ）

92.2

[94.1]24.0

地方税

42,915

1.7

41.9

△ 2,273

△ 6.3

47.4

財政力指数（平成２８年度）

経常収支比率

1.330

77.6

28,549 [15,219]

％ [87.6]

百万円

25,253

積立金現在高（C)

地方債現在高（A)

債務負担行為支出予定額（B)

(16.87 )

3,621

連結実質赤字比率

％

484

4.7

将来負担比率

実質赤字比率

うち繰出金

( 25.0 )

22.3

・普通会計に関する主な指標

％

実質公債費比率

％ ( 350.0 )

[4,705]

18,100

22,450

15,297

[7.3]

△ 620

△ 159

[36.6]

-

45.3

46.2

4.9

11.1

％

-

8.4

828

③主要指標（平成２７年度）

15.4

・健全化判断基準

6

　1944
(H29）

認定こども園整備
事業

98

363

19.2

7.2

19.2

人件費 4,828

△ 15.5

△ 171

1,615

61.3

認定こども園 ※１ 2

道路舗装率 76.4 ％

園

市町村税合計
（国保除く） 23,160,977

）

[94.5]

老人福祉施設

か所

41

41

道路改良率 69.3 ％

2,079,863

9.0 ） [98.5]

2,093,703

△ 452,771

-

9.4

△ 4.6

61.0

増減率

-

区　　分

-

612,461 △ 864,972

単年度収支

実質単年度収支

（

8,258

0

公民館等

校

公営住宅

△ 2,889

1,475

中学校 ※１△ 7.0

幼稚園 ※１△ 37.7

2,106

8.1

10.1

義務的経費

歳　　　入

か所

22,091

11.0

皆減0.0

－

うち臨財債

その他

10.7

3,784

4,726

1,064地方債

国庫支出金

地方交付税

46,613

投資的経費

歳　　　出

11.9

35.5

11.3

（百万円・％）

370

△ 285

△ 2,856

32.1

決算額

②主な歳入・歳出（平成２７年度）

構成比 増減額

14,948

－

（千円・％）

△ 4.6

45,804,177

区分 平成２６年度決算

2,536,9742,346,953

増減率

46,613,416

平成２７年度決算

歳　　入 48,886,085

＜財政状況＞

①決算収支

％

％5

保育所 ※１

315

22

2

か所

戸

図書館

か所

上水道等普及率

汚水処理普及率

病院・一般診療所

うち繰入金 4,997

△ 48.12.3

60.9

92.8

95.4

校 7

）

14,128,518

か所園

小学校 ※１

児童館

（

＜公共施設整備状況＞（平成２７年度）

プ－ル15

※１は平成２８年度

8

22,091,487

）(

か所1

13,544,581 95.9

[93.7]

か所

固定資産税
（構成比）

2.1

△ 22.7

4.68,288

19,435

3,085

15,222

普通建設事業費

19.3

△ 986

扶助費

その他の経費

8,258

うち補助

公債費

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

PFI手法を活用し，市の中心市街地に
災害時の防災拠点機能を備えた多機
能施設としてアリーナを整備し，運営
及び維持管理を行う。

子育てコンシェルジュや子育て応援ア
プリの導入により，情報案内・情報発
信を強化し，妊娠前から育児まできめ
細かい子育て支援を実施する。

神栖市の魅力を市内外にPRし，イ
メージアップを図るとともに，地域の活
性化や観光振興を行う。

教育，保育のための望ましい集団活
動が実践できる環境づくりを行うた
め，認定こども園を整備し，子育て支
援の充実を図る。

医師不足解消を目的として，新たに医
師を雇用した医療機関への補助金の
交付や，医学生に対する修学資金の
貸与等を行う。

概　 算
事業費

か所

H26
～

神栖中央公園防災
アリーナ（仮称）整
備運営事業

462
（H29）

10
(H29)

H28
～

（百万円）


